
2011年に発生した東北地方太平洋沖地震の甚大な津波被害や、南海トラフ地震の発生による大津波が懸念されて
いる影響で、津波浸水地域における津波避難ビルの重要性が認識されている。各自治体は、既存施設から津波避難
ビルに適合する建築物を指定することで避難場所の確保を急いでいる。内閣府のガイドラインや静岡県の対津波診
断マニュアルが整備されるようになってきたが、自治体ごとに入手可能な情報を精査し運用可能な耐浪診断法を模
索しているのが現状である。

既存RC造建築物の耐浪性診断⼿法の
⾼度化に関する研究
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整備され始めたガイドライン、マニュアル、学会指針を比較し、耐浪性診断について入手情報量の増加に伴う
診断法の高度化が及ぼす判定結果への影響について検討した。
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既存建築物における検討

流速等を考慮することにより
診断法が高度化

◆入力外力の算定
学会指針式を用いて建物が
受ける外力を評価する

◆漂流物の衝突・洗堀の検討
漂流物が衝突したり洗堀が
起こらないか検討する

◆建物抵抗力の算定
外力に対する建物の抵抗力を
破壊メカニズム毎に評価する

◆総合判定
破壊メカニズム毎の
限界浸水深を算定し
構造耐浪性指標を算出する

建築学会指針における波力算定方法

◆ルート(A)
流速と浸水深の時系列を用いて算定

◆ルート(B)
最大浸水深と最大流速を用いて算定

◆ルート(C)
最大浸水深のみを用いて算定
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解析値

ルート(C)先端部・

非先端部式

ルート(B)先端部

ルート(B)非先端部

(a)フルード数Fr=1.16 (b)フルード数Fr=1.74

津波波⼒式の妥当性

終了

スタート

調査

最大浸水深のみが利用
できる場合

最大浸水深と最大流速
が利用できる場合

第1次診断 第2次診断

入力外力の算定

先端部

非先端部

入力外力の算定

先端部

非先端部

総合判定

建物抵抗力の算定

簡易法

• すべて直接基礎とし
て抵抗力を算定する

• 浸水体積分の浮力
を設定する（非流入
時とする）

建物抵抗力の算定

標準法

• 杭の効果を考慮して抵抗力を算定する
• 津波が建物内部に流入する可能性を評

価し、完全流入時は梁下の空気溜まりと
躯体排水体積から浮力を算定する

構造図面等の詳細情報が必要

漂流物の衝突・
洗堀の検討

漂流物衝突や洗堀の
おそれのある地域のみ

漂流物の衝突・
洗堀の検討

漂流物衝突や洗堀の
おそれのある地域のみ

本研究で用いる手法

480m

耐浪性診断⼿法の提案
ルート(B)の方が解析の最大値により近い値が得られる

流体解析結果と
比較
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𝐼் ൌ
𝑚𝑖𝑛ሾ𝜂௠௔௫ଵ, 𝜂௠௔௫ଶ, 𝜂௠௔௫ଷሿ

𝜂
൒ 1.0

構造耐浪性指標

建物の破壊メカニズム

倒壊

診断フロー

滑動

転倒

浸水深換算した余裕度で統一的に耐浪性を表示する新たな指標
この値が1.0以上 → 建物の耐浪性確保

𝜂௠௔௫ଵ：倒壊限界浸水深
𝜂௠௔௫ଶ：滑動限界浸水深
𝜂௠௔௫ଷ：転倒限界浸水深

建物の耐浪性を直感的に評価できる

建築学会指針ルート(C)
の手法をもとに作成

建築学会指針ルート(B)
の手法をもとに作成

転倒回転軸

津波作用方向

1階床伏図

第1次診断：𝐼் ൌ 0.71 → NG

第2次診断：𝐼் ൌ 1.14 → OK

建物外観 航空写真 診断結果

津波に耐えられないと判定
されていた建物の耐浪性が
確保される可能性がある

想定浸水深
𝜂 ൌ 4.69

過小評価であった
限界浸水深が適切
に評価される

限界浸水深に換算すると
各破壊形式に対する耐力
余裕度を単純比較できる


